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研究成果の概要（和文）：　フィリピンでは近代国家制度、民主主義制度を導入しながらも、社会に氷魚録貧相とする
パトロン・クライアント関係や必ずしも政治的意思表示を明瞭にしない住民、制度に拘泥しない生存戦略、国家枠組み
さえ超えた生活戦略等の市民意識や社会構造・政治文化が、期待通りにそれら制度が機能しない実態を作り上げている
ことを明らかにした。しかしそれはフィリピンの政治的未成熟を意味しているのではなく、近代とは異なる政治枠組み
や観光が機能していると論じた。

研究成果の概要（英文）：　 The research demonstrates that modern democratic institutions do not work so 
well as expected because of traditional patronage system, ambivalent political behavior of various actos, 
and people's survival strategies beyond state institution and norms. It does not necessarily mean the 
Philippine polity is backward. It functions with many factors involved in the system. The Philipine 
politic works on the basis of traditional institutions by integrating modern system in it.
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１．研究開始当初の背景 
 
1990 年代以降、途上国政治、特に東南ア
ジアの政治は急速な経済成長と民主化の波
を受ける形で大きく変容を遂げてきた。都市
中間層の伸長、NG や市民社会の活性化によ
り参加型制度の導入、自由選挙の実施、議会
制度の実質化などの大きなど政治的変化を
経験してきた。しかし、一方で、オリガーキ
ー支配、広範な汚職、パトロネージ構造など
の伝統要素が、導入された新制度を取り込む 
形で、その実質的機能を阻んでいるケースが
よくみられる。 
フィリピンにおいても 1980 年代マルコス
政権崩壊後、回復した民主主義は伝統的政治
構造に取り込まれてきた。こうした矛盾状況
に対して「民主主義の定着」「都市中間層の
台頭」「市民社会と政治変容」「資本蓄積と政
治制度」等の視点から分析が多々されてきた。
しかしこれらは、なぜ新しい社会勢力が台頭
し民主主義的制度が導入されたにもかかわ
らず、期待された政治構造変容や動態が生じ
ていないのかという問題に直接答えている
とはいえない。政治主体である社会諸集団が
どのような意識や具体的行動をもって政治
に関与しているのかの議論が必要である。 
途上国研究では、社会調査や人類学の手法
に依拠して問題の当事者がいかなる価値感、
意識をもち、どのように行動するかを明らか
にしてきた。例えば、オスカー・ルイス『貧
困の文化』1959 は貧困者自らの言葉で彼ら
の世界観を語らしめた古典である。James 
Scott はアジアの農村調査から共同体意識と
しての「倫理」を描き出し（The Moral 
Economy,1976）、権力への面従腹背などの
「弱者の武器」をとりあげた(Weapons of the 
Weak,1990)。政策実践においても世界銀行が
参加型開発のスタンスを取り入れ、貧困者の
主観的な言説を集めた World Bank, Voices 
of the Poorシリーズ 2000が貧困当事者の主
観や意識を明らかにしている。こうした研究
成果に依拠しながら、近年の更なる経済構造
変容、政治制度改変が進む中で、新しい利益
の実現を求める社会階層がいかなる動機や
意識を有しているのかに関連して、
B.Kerkvliet, Everyday Politics,1990は農民
の権力に対する不服従と消極的抵抗を論じ
ている。アテネオ大学フィリピン文化研究所
は、当事者の言説に基づいて貧困層の投票行
動を分析している(IPC, The Vote of the Poor, 
2005)。 
本研究では、こうした蓄積に依拠しながら
も 1990 年代以降、経済成長と政治的民主化
を経験しつつある社会において、貧困層、運
動組織者、政治家を含めた諸階層が、社会や
政治に対していかなる意識を持ち、また行動
に反映させているのかを明らかにすること
が目的である。 
 
 

２．研究の目的 
 
本研究では、政治動態に関わる次の諸集団
の意識、態度について調査することを企図し
た。 
（１）貧困層：現状に最も強い不満を持つ階
層でありながら、一方、伝統的なパトロン・
クライアント関係に組み込まれてきた存在
である。そこに NGOなど外部者がコミュニ
ティ活動などで介入し、また新しい参加型の
政策や制度(社会関係資本形成など)が導入さ
れ、新しい政治的主体と位置づけられている。
彼らの意識と行動が政治動態の中で、どのよ
うに影響し、また変容しているのか、あるい
は、変容していないのかは重要である。 
（２）市民社会組織：フィリピンの民主化を
強力に推し進めてきた勢力である NGOなど
の市民社会組織が、社会改編をいかに構想し、
また実態としてそれを組織しているのかを
明らかにする。多くの NGOは具体的活動を
推進する一方で、権力構造については無関心
であり、結果として現状維持に貢献したり、
NGO 自体の中でパトロネージ関係を再生産
している可能性がある。 
（３）政治家：伝統的政治家は重層的なパト
ロン・クライアント関係に依拠して権力を維
持してきた。しかし、変容する社会経済構造
への対応と新しい政府政策を利用する形で
権力維持の方法も変わってきたし、また市民
社会組織と連合を結びこれまでとは違う形
で政治生命の維持をはかる例もある。政治家
自身の変化も大きなポイントとなる。 
（４）経済界：経済政策が政治構造を大きく
左右する。近年特に民間部門を重視する傾向
の中でその存在はより重要になってきてい
る。政府に直接提言をしうる立場にあるいく
つかの経済団体を通じ、財界がどのような経
済活動条件を要望し、政治に何を求めるのか
も重要である。 
（５）新中間層：フィリピンの民主化は都市
部中間層の成長とともに進展してきたとい
われる。彼らは民主主義の担い手とされる。
しかし、自らの生活経済利害を実現するため
には民主主義を要求しながら、一方、貧困層
の社会的状況についてはほぼ無関心に近い。
こうした実態が現実政治にいかに影響を与
えているのかを検討することも重要である。 
 以上の社会集団を対象として、それぞれの
「生活経済戦略」「共同体意識」「政治への関
与」を主たる問題領域とする。将来的に生活
経済活動をどのように設計し構想するのか
は根源的な利害に関わり最も重要な政治行
動要因である。共同体としての意識をどの範
囲で保持するのか、つまり利害を共有する社
会関係の範囲をどのように設定するのかは、
政治制度の具体的利用に反映する。政治への
関与と期待は直接、政治判断や行動を左右す
る。これらの課題を文献資料調査及び面接調
査による情報収集により行うことが本研究
の目的である。 



３．研究の方法 
 
 本研究では、政治に関連する社会諸集団ご
とにその「生活経済戦略」「共同体意識」「政
治への関与」を問題領域とした主観的言説
discourse の収拾を体系的に行う。関連する
社会学、人類学的な研究蓄積や、新聞報道に
表れる日常の言説に依拠すると同時に、直接
の面接調査、インタヴューによって一次情報
を収集する。収集した言説から各集団の政治
意識をあぶり出し、更に社会集団間の関係性
について考察する。そして最終的には、こう
した諸集団の変容と関係性の組み換えが、い
かに新しい政治制度と伝統的政治構造の「ズ
レ」を説明しうるかを検討する。 
 現地では貧困層を対象に面接調査を行う。
対象はマニラのスラム住民、貧困地域ビコー
ル地方、ミンダナオ地方の農民などを対象と
する。調査では特に貧困層の「生活戦略」を
掘り下げて明らかにする。その関連で、地域
有力者との日常的関係、政治行動について検
討を行う。実際の調査は、現地の大学院生レ
ベルの調査補助を雇い効率的に遂行する予
定である。 
 政治動態でまさに中心的役割を果たして
いる政治家の意識と、NGO などの市民社会組
織（メンバー）の社会展望に焦点を当てる。
政治家については特に地方政治に大きな影
響力を持つ伝統的政治名望家political clan、
および旧来の政治手法を批判する形で行政
に関わる新進政治家を対象とする。3Gs(gun, 
gold, goon)のみに依存した 旧来の支配手法
から、新しい社会集団の取り込み等への変化
の実態を明らかにする。 
 市民社会組織についてはNGOの社会展望と
将来構想に焦点を当てる。調査の視点は、市
民社会組織が、「権利保障」「相互扶助」「生
活向上」といった新しい社会理念を追求し政
治制度を刷新する勢力として存在しながら
も、実際には政治戦略、権力構造そのものに
対する挑戦姿勢が希薄なため旧来の社会構
造の温存に貢献しているのではないかとい
う点にある。これらをプロジェクト志向型
NGO、社会変革志向 NGO、チャリティ志向 NGO
等に類型化して行う。調査地域としては市民
活動が活発なマニラ、セブ等を考えている。 
財界の動きはフィリピン政治動態を考え
るにあたり重要である。国家としていかなる
経済戦略をとるのかは、政治家の判断のみな
らず財界の意向動向を無視しては実効性を
持たない。フィリピンは中央政治・官僚機構
が比較的弱いため、財界がどのような経済戦
略、社会展望をもつのかが政治意思決定にも
大きく影響する。最大の経済団体「フィリピ
ン商工会議所」、政治的提言を頻繁に行う「マ
カティ・ビジネスクラブ」らの刊行物を体系
的に検討する。 
 フィリピンの民主主義を担う重要勢力と
しての新都市中間層の意識、行動について調
査をおこなう。新中間層の研究がないわけで

はないがいずれも統計的手法、客観的行動分
析による。新中間層といわれる、ビジネスマ
ン、専門家等の生活戦略や社会展望について
の研究は皆無である。中間層は必ずしも特定
の理念を掲げたり団体を構成しているわけ
ではない。 
 各社会階層の「意識」「展望」をまとめな
がら、それら相互の関係性について考察をす
る。それらが、現在生じている、新制度導入
と伝統社会構造の「共存」という実態をいか
に説明しうるか検討する。 
 
４．研究成果 
 
（１）調査 ３年間の研究期間では主に貧困
層、新中間層、市民社会組織、地方政治を対
象に調査を行った。特に具体的なプログラム
の運営とそれに関わる当事者の意識や行動
を中心に検討した。ひとつはミンダナオ・南
コタバト州におけるマイクロファイナンス
を通じた貧困層、市民組織、そして地方政治
家のかかわりについて検討した。さらに近年
の市場経済化の中で広がりつつあるフェア
トレード事業を通じた人々の変化を中部ビ
サヤス地方セブ州におけるとりくみを中心
として調査した。さらにいまひとつはフィリ
ピン政府が国際機関の支援を受けて行う条
件付き現金給付プログラム4Psを通じた各階
層の関係と変化についてビコール地方南カ
マリネス州において検討をした。 
人々の生活に密接にかかわる労働や雇用
に関する構造的身問題についても調査検討
を行った。加えて、多くのフィリピン国民の
生活戦略に組み込まれている海外出稼ぎ、移
民労働がフィリピン政治にとっていかなる
意味を有しているのかについても検討を行
った。 
これらの現地面接調査等で得られた情報
と文献調査により近年の政治における人々
の意識変容と行動を考察した。 
（２）成果 こうした調査検討から明らかに
なったことは以下である。市民組織や NGO が
主導する様々なプログラムは住民、特に貧困
層の主体的意欲を向上させ、さまざまな生活
戦略遂行の誘発要因となっている。つまり貧
困層はあらゆる資源を活用して生活基盤の
構築を目指す。一方地方行政や政治家も活発
な市民活動を支援するという形で、従来は批
判的姿勢や対決的立場を理由に排除してい
たグループをも包摂しようとするし、それを
通じて自らの政治的基盤、行政的安定を図ろ
うとする。その際に、上意下達的な運営、あ
るいは地方に多く残るパトロン・クライアン
ト関係が機能する。草の根運動や組織活動で
覚醒されたかに思われる住民の意識も、状況
に応じて旧来の力の政治、利害誘導の政治に
そって容易に路線変更をする。 
 貧困層に比べて利用できる資源のやや多
い市民層は、生活戦略を立てる際に、必ずし
もフィリピンという国家に拘泥しているわ



けではない。つまり海外出稼ぎや、さらに言
えば海外移住なども視野に含めて生活基盤
構築をはかろうとする。これらはフィリピン
における経済構造の「歪み」を温存する背景
要因ともなる。つまり国外における機会追求
の可能性が、国内での制度改編や状況改善に
直接結びついていかないことを意味してい
る。 
 問題はこうした現状を単なるフィリピン
政治・社会の、「前近代性」「遅れ」とは必ず
しも捉えられないことである。あるいはフォ
ーマルな制度がインフォーマル慣行を矯正
したり、取り込めていないというのでもない。
フィリピンに従来からある社会慣行や制度
が、外から持ち込まれた近代的制度を逆に包
摂した状況が基本となり、グローバル化が進
行し社会規範が変容するのに応じて、徐々に
変化を遂げているものと理解しうる。 
この研究プロジェクトを通じて以上のよ
うな理解を支持する重要な実態を把握でき
たといえるだろう。 
（３）成果発表 これらの調査研究の一部、
あるいは経緯的検討は下記５に示された研
究論文や研究報告という形で成果発表をし
た。特に「フィリピン政治学会 PPSA2012 年
研究大会」(於フィリピン)、「アジア太平洋
国際研究大会 2012 年および 2014 年」(於台
湾)、さらには「アジア研究者国際集会 2013
年」(於マカオ)では内外の研究者との意見交
換を通じて非常に重要な指摘をいただきよ
り論理を整理することができた。 
（４）課題 研究期間中に得られた情報と知
見を活かしながら、今後はさらにそれらをフ
ィリピン政治全体の脈絡に位置づけて、フィ
リピン政治構造、あるいは国家の実態を明ら
かにすることが求められる。特に、従来のオ
リガ―キー支配、あるいは階級国家という理
論枠組みを超えたところでの把握が焦点に
なるだろう。そこではポストコロニアル、サ
バルタン研究、あるいはフーコー的「統治性」
などの枠組みからどう解釈できるかという
課題の検討が残されている。 
 さらには今回の研究においては、当初調査
対象とした財界や政治家からの情報収集は
今回十分にはできなかった。ある意味政治に
おける立場の対極に立つ有力者層の情報が
なければ分析は偏諱的なものとならざるを
得ない。これも今後の調査研究に残された重
要課題である。 
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